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ご挨拶

第 6回日本心臓リハビリテーション学会北海道支部地方会
会長　堀田　大介

（社会医療法人北海道循環器病院　院長）

　平素より本学会へ格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、現在まだコロナ禍で完全に見通しが立ったと言う状況にはありませんが、ワクチン接
種率の上昇に伴い、新型コロナウィルス感染患者の新規発生数が減少し、少し改善してきてお
ります。しかしながら、現時点では、今後の見通しが、まだ不確かな状況であることを鑑み、
前回に引き続き第 6回日本心臓リハビリテーション学会北海道支部地方会もWeb 開催で 2021
年 11 月 6 日（土）に行うことになりました。
　テーマは「大地に根ざした心臓リハビリテーションを目指して」としました。
　北海道における本格的な心臓リハビリテーションは、遡ること 40 年前大堀克己先生（現北
海道循環器病院理事長）が、心臓手術後患者のADLを上げるために取り組まれ、更には川初
清典先生（元北海道大学・北翔大学教授）が加わり心臓リハビリテーションに札幌近郊の自然
を利用した野外リハビリテーションを取り入れ「札幌モデル」を完成させました。また、その
後、菊池健次郎先生（現旭川医大名誉教授）が加わり 2005 年に作られた北海道心臓リハビリ
テーション研究会は、毎回 200 名近い多職種が参加する研究会となり、職種間・病院間・地域
間の垣根を取り払い情報共有できる場を提供して頂いたと考えております。その研究会は、
2016 年 4 月 23 日第 12 回目で役目を終え、新たな 1ページとして、2016 年 11 月 27 日第 1回
日本心臓リハビリテーション学会北海道地方会が米澤一也会長（国立病院機構函館病院副院
長）を始めとする各評議員の先生方のご尽力により開催され、現在に至っております。
　本学会を通して心臓リハビリテーションが、様々な施設、地域において更に根付いて行くこ
とが、既に到来している高齢化社会を乗り切って行くには必要です。
　そこには色々な取り組みがされていると思います。また、コロナ禍での心臓リハビリテー
ションには様々な制約がありますが、その中でも各施設、工夫を凝らしながら行っていると思
います。それらを一緒に共有できればと考えております。
　是非みなさま方には、Web 開催ではありますが、本学会へのご参加とご活発なご討論を頂け
れば幸いです。
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タイムテーブル
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プログラム



� ※敬称略
■10：20～	 開会挨拶

■10：30～11：15	 YIA セッション
　
　　座長　大堀　克彦（北海道循環器病院　循環器内科）

　 1．オステオサルコペニアの合併は心不全患者の予後不良と関連する
　　　長岡　凌平（札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部）
　 2．社会的フレイルの合併は高齢心不全の予後予測要因か？
　　　渡辺　絢子（札幌医科大学附属病院　看護部）
　 3．心不全患者におけるフレイルの多面性と自宅退院との関連
　　　蝦名　聖佳（北海道循環器病院　心臓リハビリセンター）
　 4．�地域包括ケア病床を活用した 1カ月間の回復期心臓リハビリテーション実施は自宅退院

に有効である
　　　住吉　良太（北海道循環器病院　心臓リハビリセンター）
　 5．COVID-19 流行期における維持期心リハ患者へのYouTube の活用
　　　橋田　奈央（北海道循環器病院　心臓リハビリセンター）
　 6．高齢女性の骨、筋、脂肪量と冠危険因子および心身機能指標との関係
　　　篠原　　翠（北翔大学大学院　生涯スポーツ学研究科）

■11：25～11：55	 一般演題

　　座長　阿部　隆宏（�北海道大学病院　リハビリテーション部）

　 1．�COVID-19 罹患後に低負荷有酸素性運動を中心とした理学療法の実施によって自宅退院
可能となった症例

　　　近藤　竣貴
　　　（帯広病院　心臓リハビリテーションセンター）
　 2．�長期の心臓リハビリテーションにより運動耐容能改善を認めた急性心筋梗塞後重症心不

全患者の一例
　　　北川　　拓（旭川医科大学　循環器内科）
　 3．心移植適応基準を満たすための減量を行いつつ骨格筋量増加を獲得した拡張型心筋症の一例
　　　沼澤　　瞭（札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部）
　 4．心不全緩和ケアチームによる多職種介入を行ったAL-アミロイドーシスの一例
　　　古山　勇気（北海道大学病院　リハビリテーション部）

プログラム（Live 配信会場）
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■12：40～13：40	 特別講演

　　座長：堀田　大介（第 6回日本心臓リハビリテーション学会北海道支部地方会　会長）

　　「DOPPOリハビリ、フレイルを伴った傘寿者心不全への処方箋」
　　講師：和泉　　徹（恒仁会　新潟南病院　統括顧問）

■13：50～14：50	 シンポジウム1「退院支援を考える　～地域における問題点と対策～」

　　座長：中山　　忍（北海道循環器病院　看護師長）
　　　　　保科　　健（斗南病院　医療社会事業　係長）

　　シンポジスト：
　　 「コロナ禍における在宅退院支援」
　　　吉田　　彩（社会医療法人　北斗　十勝リハビリテーションセンター　看護部）
　 　「高齢心不全患者の退院支援を考える」
　　　村田　真弓（北海道中央労災病院　看護師）
　　 「退院支援を考える～地域における問題点と対策～」
　　　川端　　毅（北海道循環器病院　医療相談室）

■15：00～16：00	 シンポジウム2「コロナ禍（covid-19流行期）における現場での取り組み」

　　座長：大堀　克彦（北海道循環器病院　循環器内科）
　　　　　山下　康次（市立函館病院　リハビリ技術部長）

　　シンポジスト：
　　 「コロナ禍（covid-19）における現場での取り組み」
　　　清藤　恭貴（札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部）
　　 「リモート技術を活用した地域リハビリテーション」
　　　呂　　隆徳（旭川医科大学病院　リハビリテーション部）
　　 「クラスター感染でのリハビリテーション取り組み」
　　　武田　寛樹（医療法人慶友会　吉田病院　副院長、感染対策委員長、循環器内科）
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特別講演

DOPPOリハビリ、フレイルを伴った傘寿者心不全への処方箋

和泉　　徹
恒仁会　新潟南病院

　我が国の少子・超高齢化は人類の先駆け課題である。日々深化している。それにもかかわら
ず、現在の医学・医療は何も実効的な答えを用意していない。人口学的に俯瞰すれば出口戦略
は明瞭である。高齢者対応を最適化し、子育てに資源を集中する。そうすれば人口のオーナス
化は確実に解消できるであろう。つまり人口学的には高齢者対策は二義的である。しかし臨床
現場では高齢心不全患者、特に傘寿者（80 歳以上の）心不全が主課題となっている。地域密着
病院に多大な医療負担と介護負担を強いている。我々はこの問題に過去 8年間取り組んでき
た。その答えがDOPPOリハビリである。歩行にガイドされた心臓リハビリの進展は、フレイ
ル患者を適切に診療し、傘寿者心不全のよい処方箋となってきた。それのみならずDOPPOの
レバレッジ効果が疾病を問わず高齢者の歩行退院を産み出している。

略　歴

氏　　名：和
いずみ

泉　徹
とおる

現 職 名：恒仁会　新潟南病院　統括顧問、北里大学名誉教授
学・職歴：�昭和 46 年　　　 新潟大学医学部医学科卒業�

昭和 58 年 10 月　フンボルト財団奨学研究員　�
　　　　　　　　ビュルツブルグ大学留学�
平成 7 年��2��月　新潟大学医学部内科学　助教授�
平成��7��年 10 月　北里大学医学部内科学　教授�
平成 22 年��7��月　同医学部長・同大学理事�
平成 24 年 10 月　恒仁会　新潟南病院　統括顧問　就任

専門領域：内科学、循環器病学、予防医学
　 賞 　：日本心臓財団予防賞（平成 20 年度）　日本心不全学会賞（平成 29 年度）
社会活動：日本心臓財団、新潟県フレイル克服事業、新潟県新世代情報基盤事業
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シンポジウム 1「退院支援を考える　～地域における問題点と対策～」

コロナ禍における在宅退院支援

吉田　　彩
社会医療法人　北斗　十勝リハビリテーションセンター

　回復期リハビリテーション病棟、地域包括ケア病棟を併せ持つリハビリテーションを専門と
している当院では、2020 年 1 月より新型コロナ感染症対策を開始。対策に伴い、これまで在宅
退院見込みの患者に実施してきた外出・外泊訓練や病棟での介護指導が困難となった。当然家
族は患者の状況が把握できず、在宅で生活が可能なのか判断に悩むことも少なくない。十勝の
感染者数は比較的少なく経過していた時期もあり、当院で策定したフェーズ毎の対応により、
リハビリスタッフ同伴での外出訓練が一部実施可能な時期や、家族に医療的処置や介護指導が
必要となれば家族の体調・行動歴を確認したうえで病棟内での介護指導も行えていた。しか
し、地域の感染状況によっては予定していた退院指導計画を変更せざるを得ないこともあっ
た。この経緯から世態によって退院指導方法に格差が出ることは避けたいと考えた。
　地域の感染状況によっても変わらない対策、①面会・インフォームドコンセント（以下
IC）：院内でクラスターが発生しない限り、予約制で特設会場での面会や ICを実施し、家族に
患者の現状を知っていただく。②患者の身体状況の確認：リハビリスタッフが主体となって、
リハビリ中の動画を撮影し家族に視聴してもらうことや、ビニールシート越しで実際の患者の
動作を見てもらうことも行っている。③介護指導：病棟以外の場所で、看護師・家族がフェー
スシールドを追加着用しながら実施している。
　コロナ禍前には実施されてきた「退院前カンファレンス」を院内で開催できていない状況か
ら、入院中に習得した内服管理の情報や排泄・夜間の状況などの詳細を、MSWを通じてケア
マネージャーや訪問看護の担当者に情報提供している。
　また、前年度より病棟看護師独自の取り組みとして、ADLに介護を要する状態で在宅退院
した患者を対象に退院 1～2か月後に電話アンケートを実施している。これは入院中の「でき
るADL」が維持できているか、安全に活動できているか、家族の介護負担等を確認してい
る。概ね入院中予測していた通りに在宅での生活をしている方が多かったが、中には 1か月以
内での転倒や全く内服ができず入所サービスへ移行したケースもあった。感染対策をしなが
ら、患者・家族が自宅での生活をイメージできる方法を今後も検討していく必要がある。
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高齢心不全患者の退院支援を考える

村田　真弓
独立行政法人労働者健康安全機構　北海道中央労災病院　看護師　心不全療養指導士

　わが国は、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが
できるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制である地域包括ケアシステムの構築を推
進している。2018 年の診療報酬・介護報酬同時改定において、「生活を支える医療」の視点が
重視された。また、2021 年 JCS/JHFS ガイドライン　フォーカスアップデート版　急性・慢
性心不全診療において、心不全に対する疾病管理について「退院支援と継続的フォローアップ
を行う」と推奨クラスⅠ、エビデンスレベルAとなっている。
　日本でも年々心不全患者が増えており、2030 年には心不全患者が 130 万人に達し、同時に高
齢心不全患者が増えている。最近では「心不全パンデミック」という言葉を用いて心不全患者
の増加に警鐘を鳴らしている。
　当院は岩見沢市に位置し、高齢化率は 36.6％で、心不全患者は年々増加の一途をたどり、心
不全患者の入院年齢は 80、90 歳代が多く超高齢化になっている。最も有効な心不全管理は包
括的心臓リハビリテーション（以下心リハ）への参加と考えるが、高齢により自家用車の運転
が困難な患者や、特に冬季になると豪雪により通院できなくなる患者も多い。高齢心不全患者
はフレイルやがん、認知症、腎不全などの併存症も多い。また、独居、老老介護など家族背景
や経済的・社会的背景に問題があることも多くみられる。当院では多職種による心リハカン
ファレンスや患者教育、地域との退院前カンファレンス、退院後訪問や訪問看護を行ってい
る。また、重症心不全患者や、高齢で心不全の自己管理が難しい患者に医療介護ネットワーク
システム「LAVITA®」を導入している。本シンポジウムでは、患者の想いを尊重し、その人
らしい生活を支援するために、高齢心不全患者のQOLの維持・向上、再入院を予防する上
で、どのように退院支援を行っていくべきか再考する機会にしたい。
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退院支援を考える～地域における問題点と対策～

川端　　毅
社会医療法人　北海道循環器病院　医療相談室

　わが国では超高齢社会を背景に循環器疾患の終末像である心不全患者は増加の一途をたどっ
ている。特に高齢者に対する退院支援は患者の生活そのものを支える支援であり、保健・医
療・福祉サービスなどのフォーマルサービスに加え、家族や友人・知人などのインフォーマル
サービスを含めた幅広い支援が必要である。また、入院中に実施した心臓リハビリテーション
を在宅においても継続するためには在宅支援担当者と緊密に連携することが重要となる。緊急
入院なども含め全入院患者に早期にかつ漏れなく退院支援を行うには、今まで以上に効率的な
支援体制の構築が必要不可欠である。今回は当院における退院支援の取り組みを踏まえ今後の
問題点と対策について考えてみたい。
　当院では、従来退院困難者に対する退院支援の多く過程をMSWが担っていたが、マンパ
ワー不足などで十分に時間が確保できず、支援の途中で退院となってしまう患者も少なくな
かった。そこで、MSWが中心となり入退院支援体制の抜本的な見直しを目的に 2016 年に院内
プロジェクトチームを立ち上げ、退院支援プロセスの可視化と課題整理を行い、病棟看護師に
よる退院困難者抽出や当院独自の退院支援ツールの開発など多職種が協働して支援する仕組み
を構築した。
　まず、退院困難者を抽出する業務に着目した。入院後早期に評価できるように病棟看護師が
病歴聴取時に評価することにし、退院支援計画書の立案と退院困難者スクリーニングシートを
検討として運用、さらに退院困難度に応じて 2つのグループに自動で振り分けられるようにし
た。困難度が高い患者にはMSWが介入する仕組みとし、困難度は抽出項目に独自の項目を加
え項目毎に 1～3点を付与、該当項目の合計点数に応じ、0点は支援対象外を示す「自立」、1～
2点は病棟看護師が中心に支援する「病棟支援」、3点以上をMSWが支援に加わる「チーム支
援」とした。結果は、2020 年 4 月～2021 年 8 月の全退院困難者の月平均 189.1 人のうち自立が
26％（49.5 人）、病棟支援が 45％（85.2 人）、チーム支援が 29％（54.4 人）となった。改善前は
MSWが退院困難者全員を支援対象としていたが、改善後はチーム支援のみになったことで
139.6 人から 54.4 人となり 85.2 人減となった。また、MSWと介護支援専門員との連携を評価
した介護支援等連携指導料の算定件数は 2016 年度の 338 件に対し、2017 年度は 488 件と 150
件の増となりMSWが在宅支援担当者とより連携できたことを裏付ける結果となった。
　当院での取り組みを通して、循環器疾患を持つ患者に対しては入院中限られた時間の中でリ
ハビリテーションの継続を含めた多職種チームによる実践が重要であることが分かった。今後
は退院後も生活の綻びや小さな病状変化に対して在宅支援担当者と双方向で緊密な情報連携が
できるように顔の見える関係づくりや情報共有ツールの活用などさらなる醸成が課題と言える。

11



シンポジウム 2「コロナ禍（covid-19 流行期）における現場での取り組み」

『コロナ禍（covid-19）における現場での取り組み』

清藤　恭貴
札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部

　当院の救命センターへ最初にCOVID-19 患者が入院したのは令和 2年 3月 4日であった。そ
の後、理学療法の介入依頼があったが、感染拡大の防止や人員配置の点から早期介入には至ら
なかった。時間経過とともに重症患者数が増加し、ECMOや腹臥位療法を終了した後の離床
や、当院から転院後のリハビリテーションにつなげるべく、救命センターの重症COVID-19 患
者に限り同年 5月から理学療法の介入を開始した。担当療法士は、医師から個人防護具の着用
指導を受け、1名に限定し病棟専属とした。介入対象は PCR検査が陰性であり、人工呼吸器の
離脱及び離床が見込めることとした。現在は PCR検査陽性者への介入も実施しているが、療
法士を介した他病棟への感染拡大は確認されていない。
　令和 3年 7月末時点での介入例は 72 例、平均年齢 59.0 歳、そのうちECMOの適応は 14 例
であった。救命センターへ搬送されてから理学療法開始までの平均日数は 9.6 日、介入開始時
には全例が人工呼吸器で管理されていた。また介入前、介入中に 70 例（97.2％）で腹臥位療法
が実施され、64 例（88.9％）で筋弛緩薬が使用され深鎮静管理であったため、早期離床は困難
な状況であった。
　深鎮静管理の終了後も呼吸努力の増強を認め、Patient�self-inflicted�lung�injury（P-SILI）を
助長させてしまう懸念があり、円滑に離床を進められず、ICU-AWや PICS に至るリスクも有
していた。鎮静管理中の理学療法の介入は、関節拘縮の予防のための関節可動域の練習や、筋
に対するメカニカルストレスを目的としたストレッチが主であった。現在は鎮静管理中でも早
期に介入する手段として、神経筋電気刺激装置をCOVID-19 専用に購入し、バイタルサインの
顕著な変動を伴う不快刺激にならない強度で腹臥位療法中から実施している。呼吸状態が安定
し、深鎮静管理が終了し覚醒を促す段階となれば、四肢の自動運動やギャッヂアップ座位、端
座位、立位、歩行練習を順次実施している。
　理学療法の平均実施日数は 11.1 日で、介入例の転帰は自宅退院が 17 例（23.6％）、転院が 46
例（62.2％）で、退院時の基本動作能力は、端座位可能 12 例、立位可能 7例、歩行可能 35 例
であった。基本的に他院で重症化した場合の受け入れが多く、経過すると、再転院となる。
　当院でのCOVID-19 患者へのリハビリテーションは、介入対象を重症者に限定し、院内での
感染拡大を防ぐため療法士を病棟専従とした。介入例は深鎮静で管理され、覚醒後の離床に難
渋することが多いが、診療に関わる医師、看護師、薬剤師、臨床工学技士、ケアアシスタン
ト、事務スタッフ等と連携して患者診療に取り組んでいる。
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「リモート技術を活用した地域リハビリテーション」

呂　　隆徳
旭川医科大学病院　リハビリテーション部

　COVID-19 の出現によって、われわれの生活様式は大きく変化した。COVID-19 感染拡大を
防止するため、さまざまな業界でリモート技術を用いた方法が模索された。最近ではリモート
技術の活用が職場や日常生活においても珍しくなくなった。
　医療分野では「遠隔医療」として、COVID-19 出現の前から、ICT（情報通信技術）を活用
した方法が開発されてきた。旭川医科大学病院は、北海道の道北・道東エリアにおける広い範
囲の医療を担っており、1994 年から遠隔医療を開始し、1999 年には遠隔医療センターを設立
した。また、2018 年には IoT（Internet�of�Things、モノのインターネット）を用いた地域包
括ケア・グローバルモデルの構築を目指した旭川医科大学遠隔医療・介護共同研究講座が開設
され、リハビリテーション分野における遠隔医療の効果についても併せて検討をおこなってい
る。
　具体的には、旭川医科大学病院の遠隔医療システムを用いて、複数の訪問看護ステーション
を対象とした遠隔カンファレンスの定期的な開催、またグループホーム入所者を対象とした遠
隔リハビリテーション（グループホームの介護職員に対する転倒予防に関しての教育および運
動方法の指導を含む）、そして整形外科疾患の術後患者を対象とした退院後の在宅での遠隔リ
ハビリテーション、などである。
　遠隔リハビリテーションにおいて、運動時の安全の確保は課題の一つである。今回は事前
に、グループホーム入所者および在宅の患者に、バイタルサイン（体温、脈拍、血圧、SpO2）
を測定していただき、モニター上で確認した。グループホームでは介護職員が一対一で入所者
についていただくことで転倒リスクの軽減を図った。また、運動負荷の程度は運動時の心電図
をみることで対応した。心電図測定は hamon®（ミツフジ株式会社製）を使用し、グループ
ホーム入所者および在宅の患者に、あらかじめ電極を織り込んだ専用のウェアを着ていただ
き、運動をおこなった。モニターを通して見る入所者および患者の表情だけでは捉えきれない
運動負荷および疲労を、心拍数の上昇で捉えられることがあり、適宜休憩を入れながら安全に
運動をおこなうことができた。
　本発表ではこれらの取り組み内容について紹介する。
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クラスター感染でのリハビリテーション取り組み

武田　寛樹
医療法人慶友会　吉田病院　副院長、感染対策委員長、循環器内科

　昨年、当院にて入院患者 136 名（内基幹病院へ転院できたのは 55 名）、職員 78 名の計 214
名の国内最大規模のCOVID-19 院内クラスター感染が発生した。急激な災害のような展開で、
陽性患者を多数（一時はCOVID-19 受け入れ基幹病院より多く）抱えざるを得なかった“究極
のコロナ禍”であったことを最初に明記しておく。（詳細は本シンポジウムにて説明する）
　感染による離脱および風評被害等に伴う欠勤などでスタッフの人出不足が顕著になり、職員
が疲弊し感染を引き起こす悪循環となり、状況は深刻なものとなっていた。さらには既感染職
員の職場復帰が進まないのもこの状況に拍車をかけていたが、これには院内情報伝達の不徹底
にともなうCOVID-19 感染症に対する理解不足も要因のひとつと考えられた。
　このような状況のなかでリハビリテーションはクラスター院内感染対策としての病棟閉鎖に
より、中止を余儀なくされたが、リハビリテーションスタッフにおいては以下のような葛藤が
あった。
①　自分達が感染しないこと、あるいは感染源にならないことを最優先にしたい。
　　感染リスクを上げてまでリハビリをやるべきではないのではないか？
②　�感染拡大防止が最優先なのは勿論だが、患者さんにとって重要なリハビリを中止せざるを

得ないのはリハビリ専門職としては無力感が多いにある。
　クラスター感染発生後 21 日めから支援を頂いたDMATの主導で 1日 2回（朝 9時、夕 5
時）の情報共有のためのブリーフィングが開始されたことで現状分析と対策、目標の明確化が
共有できたことは、大きな転換点となった。患者さん（特に高齢者）はリハビリが休止される
と確実に筋力、運動耐容能は低下してしまうこと、そしてその対策としてリハビリ継続が不可
欠であることは今回のエピソードで痛感させられた。情報共有することでリハビリスタッフの
COVID-19 感染に対する過剰な不安や葛藤等を軽減し、適切な対処のうえでできるだけ早くリ
ハビリを再開することは何より重要であると考えられた。このような方針のもと、感染制御
チームの了承を得て、まずは感染リスクのなくなったCOVID-19 感染後の患者のリハビリから
再開した。病棟のコホーテイングを進めながら標準予防策を徹底したうえで徐々に対象患者を
増やし、最終的に院内クラスター感染が終息した時期には、リハビリテーションが必要な病棟
患者には制限なくリハビリテーションを施行できるようになった。病院の外来診療再開後は当
面（2週間程度）は病棟患者のリハビリテーションのみで、外来リハビリテーションは中止し
ていたが、外来患者と入院患者の出入り口と時間帯を午前午後で区分けし、使用後のベッドや
機器は毎回消毒することで外来リハビリテーションも再開した。
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YIAセッション

1．オステオサルコペニアの合併は心不全患者の予後不良と関連する

長岡�凌平 1　片野�唆敏 1　沼澤�瞭 1　神津�英至 2　大堀�克彦 2、3　本間�傑 4　
渡辺�絢子 5　鴨田�樹 1　片寄�正樹 6　矢野�俊之 2　橋本�暁佳 2、7

札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部 1

札幌医科大学　医学部　循環器・腎臓・代謝内分泌内科学講座 2

北海道循環器病院　循環器内科 3　札幌循環器病院　リハビリテーション科 4

札幌医科大学附属病院　看護部 5　札幌医科大学　保健医療学部　理学療法学第二講座 6

札幌医科大学　医学部　病院管理学 7

【目的】
心不全患者においてオステオサルコペニア（OSP）の合併が予後に与える影響を検討した。
【方法】
対象は当院へ入院中にDEXA法による体組成分析と身体機能評価を行った心不全 267 例。サ
ルコペニア（SP）の診断はAWGS2019 基準に準じ、筋量減少（ASMI、男性；＜7.00�kg/m2、
女性；＜5.40�kg/m2）に加え、筋力低下（握力、男性；＜28�kg、女性；＜18�kg）か低身体機
能（歩行速度＜1.0�m/ 秒、5回起立時間≥ 12 秒、SPPB ≤ 9）のいずれかを満たした場合とし
た。また、骨粗鬆症（OP）の診断は大腿骨か腰椎レベルの％YAM＜70％を満たした場合とし
た。SPと OPの基準を同時に満たした場合にOSPと診断した。
【結果】
114 例（43％）が SP、87 例（33％）がOPであり、52 例（19％）が両者を併存していた。中
央値 1.78 年（四分位範囲 1.13-2.49 年）の追跡期間で 43 例（16％）に複合イベント（全死亡ま
たは心不全再入院）が発生した。年齢、性別に加え、NT-proBNP または腎機能などの共変量
でそれぞれ調整したCox 比例ハザード分析の結果、OSPは複合イベント発生の独立した予測
因子であった。
【考察】
OSPを合併した心不全では複合イベント発生のリスクが高いため、栄養療法などの疾病管理プ
ログラムの整備が必要である。
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2．社会的フレイルの合併は高齢心不全の予後予測要因か？

渡辺�絢子 1　片野�唆敏 2　柳瀬�理美 1　藤田�梨恵 1　長岡�凌平 2　沼澤�瞭 2　
大堀�克彦 3、4　神津�英至 3　藤戸�健史 3　西川�諒 3　大和田�渉 3　永野�伸卓 3　

小山�雅之 3、5　矢野�俊之 3　橋本�暁佳 3、6

札幌医科大学附属病院　看護部 1　札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部 2　
札幌医科大学　医学部　循環器・腎臓・代謝内分泌内科学講座 3　

北海道循環器病院　循環器内科 4　札幌医科大学　医学部　公衆衛生学講座 5　
札幌医科大学　医学部　病院管理学 6

【目的】
高齢心不全において社会的フレイル（SF）と予後との関係を検討した。
【方法】
対象は当院へ入院した 65 歳以上の高齢心不全 263 例（平均年齢 78±7 歳、女性 49％）。SFを
牧迫らの指標で評価し、独居（はい；Y）、昨年からの外出頻度減少（Y）、友人宅への訪問
（いいえ；N）、家族や友人の役に立っている（N）、毎日誰かと会話（N）のうち 2項目以上を
満たした場合に SFありと判定した。エンドポイントを全死亡または心血管事故入院とした。
【結果】
全対象者中 163 例（62％）が SFであった。平均 1.54±0.84 年の追跡期間中 62 例（24％）にイ
ベントが発生した。SF（＋）は SF（－）と比べ、イベント発生率が有意に高かった（Log�
rank、p＜0.01）。年齢、性別、NT-proBNP、心不全入院歴、チャールソン併存疾患指数、身
体的フレイル、認知機能等の変数から SF有無を割当てとする傾向スコア（PS）を作成した
（C統計量 0.72）。PS を共変量とするCox 比例ハザード分析の結果、SFはイベント発生の独立
した予測因子であった（調整済みハザード比 2.06、95％信頼区間 1.03-4.15、p＝0.04）。
【結語】
SF合併高齢心不全の予後は不良であることを示した。フォーマルのみならず、インフォーマ
ルな社会資源にも目を向ける必要がある。
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3．心不全患者におけるフレイルの多面性と自宅退院との関連

蝦名�聖佳 1　阿部�史 1　住吉�良太 1　大堀�克彦 1、2　堀田�大介 2

社会医療法人北海道循環器病院　心臓リハビリセンター 1　
社会医療法人北海道循環器病院循環器内科 2

【目的】
フレイルは身体、社会、認知的な多面性があるとされるが、どのフレイルが自宅退院と関連し
ているのかは不明である。そこで、各フレイルと自宅退院の関連を調査した。
【方法】
対象は 2020 年 6 月～2021 年 6 月に心不全の診断で入院となり、心リハ開始時に簡易フレイル
インデックス、社会的フレイル（牧迫らの基準）、MMSEを評価できた 247 例とした。それぞ
れを健常、プレフレイル、フレイルの 3段階（0、1、2点）に分け、目的変数を自宅退院の有
無、説明変数を年齢、性別、BMI、左室駆出率、推定糸球体濾過量、各フレイルの段階とし、
ロジスティック回帰分析にて検討した。また、関連を認めた項目でROC曲線から自宅退院を
予測するカットオフ値を算出した。
【結果】
対象は 81±11 歳、男性 112 例（45.3％）、自宅退院は 197 例（79.8％）であった。ロジス
ティック回帰分析の結果、認知機能低下のみ、健常と比べ有意なオッズ比の低下を認めた
（OR：0.32、95％ CI：0.13-0.77、p＝0.01）。MMSEの自宅退院のカットオフ値は 23 点（感度
52.0、特異度 81.2％、曲線下面積 0.69）であった。
【結語】
心不全患者では身体的・社会的フレイルよりも、認知機能が自宅退院と関連する可能性が示唆
された。
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4．地域包括ケア病床を活用した 1カ月間の
回復期心臓リハビリテーション実施は自宅退院に有効である

住吉�良太 1　阿部�史 1　前田�諭志 1　横澤�詩織 1　井南�拓 1　村井�明人 1　橋田�奈央 1　
蝦名�聖佳 1　駒澤�歩 1　岡本�祐一郎 1　工藤�真斗 1　須藤�拓也 1　川端�毅 2　
笠間�沙織 2　片岡�ひかり 2　田中�希 2　大堀�克彦 1、2　堀田�大介 3

北海道循環器病院　心臓リハビリセンター 1　北海道循環器病院　医療相談室 2　
北海道循環器病院　循環器内科 3

【目的】
本邦において、心臓リハビリテーション（心リハ）を実施している回復期リハビリテーション
病院は極めて少なく、地域包括ケア病床の活用が有効な手段と考えられる。また、ADL再獲
得が不十分な症例に対する回復期心リハの効果に関する報告も少ない。そこで、回復期心リハ
実施の効果について検証した。
【方法】
2018 年 4 月～2020 年 3 月までに当院に心リハ目的で転院となった回復期心大血管疾患患者 50
例を対象に、回復期心リハの効果を検証した。主要評価項目をFIMとし、副次評価項目は膝
伸展筋力、6分間歩行距離（6�MD）、MMSEとし入退院時で比較を行った。
【結果】
対象者は 81.5±7.9 歳、男性 25 例（50％）であり、41 例（82％）が自宅退院となった。入院日
数は中央値で 27 日、入院日数に対するリハビリ実施率は 93％であり、入院中に病状が増悪し
た症例はいなかった。FIM（110 → 121 点）、膝伸展筋力（0.27 → 0.34％ BW）、6�MD（211 →�
246�m）、MMSE（24 → 26 点）のいずれにおいても退院時に有意な改善（p＜0.001）を認めた。
【結語】
急性期治療終了後の地域包括ケア病床での集中的な心リハ実施は機能改善、自宅退院に寄与す
る可能性が示唆された。

18



5．COVID-19 流行期における維持期心リハ患者へのYouTube の活用

橋田�奈央 1　阿部�史 1　岡本�祐一郎 1　住吉�良太 1　工藤�真斗 1　
須藤�拓也 1　大堀�克彦 1　堀田�大介 2

社会医療法人　北海道循環器病院　心臓リハビリセンター 1　
社会医療法人　北海道循環器病院　循環器内科 2

【目的】
当院では市中感染拡大に併せて一定期間、維持期外来心リハを休止とした。COVID-19 の流行
は高齢者の活動量を著しく低下させ、フレイルの発症率を高めることが報告されており、運動
継続を促すためにYouTube 公式チャンネルに動画を配信した。そこで、活用状況からYouTube
で運動継続可能な患者特性について検討した。
【方法】
休止前に維持期外来心リハに参加していた 86 例を対象に、動画配信の告知や操作方法等を郵
送し、2週間後に電話にて活用状況、活動量の変化を調査した。活用群と非活用群の 2群に分
け、患者背景を比較した。
【結果】
回答者は 81例（94.2％）、年齢 76±8歳、男性 44例（51.2％）であり、活用群は14例（16.3％）、
非活用群は 67 例（82.7％）であった。年齢や性別、心機能、運動機能はいずれも有意差を認め
なかったが、家族との同居割合は活用群で有意に高かった（92.9�vs�61.2％、p＝0.01）。また、
活用群では活動量が維持・増加した割合が有意に高かった（65.0�vs�37.3％、p＝0.03）。
【結語】
維持期心リハ休止中では、家族と同居している患者はYouTube を活用し運動継続すること
で、活動量を維持できる可能性が示唆された。
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6．高齢女性の骨、筋、脂肪量と冠危険因子および心身機能指標との関係

篠原 翠 1　幡谷 若奈 1　熊谷 礼 1　沖田 孝一 1

北翔大学大学院　生涯スポーツ学研究科 1

【目的】
心不全患者や高齢者において、肥満者の生存率が高い「肥満パラドクス」が複数の研究論文で
報告されているが、これらの研究では、肥満指標として体格指数（BMI）のみを用いている。
体重は、脂肪のみならず筋、骨重量も含むため、体組成を考慮した検討が必要であると思われ
た。本研究では、高齢女性において、体組成を測定し、冠危険因子および心身機能指標との関
連を調べた。

【方法】
研究参加への同意を得た 65 才以上の女性 68 名において筋、骨、脂肪量の測定および心身機能
と冠危険因子の評価を行なった

【結果・考察】
BMI および各体組成は、心身機能指標と独立した関連を示めさなかった。一方、単相関では、
筋、骨、脂肪量は BMI と相関を示しており、また筋量と脂肪量、筋量と骨量、体脂肪量と骨
量にも相関関係がみられた。重回帰分析では、脂肪量が最も強く BMI に関連していた。BMI
と脂肪量は、単変量解析において腹囲、中性脂肪、インスリンと有意な相関を示し、重回帰分
析にても腹囲、インスリンと関連していた。一方、筋量は冠危険因子との関係性を示さず、各
体組成量は相関を示しながらも、冠危険因子との関連において異なる方向性を示していた。
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一般演題

1．COVID-19 罹患後に低負荷有酸素性運動を中心とした
理学療法の実施によって自宅退院可能となった症例

近藤�竣貴 1　山田�悠 1　塚田�貴紀 1　黒井�俊希 1　阿曽�友哉 1　
藤崎�弘也 1　森�茂樹 1　吉田�一郎 1

社会福祉法人　北海道社会事業協会　帯広病院　心臓リハビリテーションセンター 1

【背景】
今回、当院での心臓リハビリテーションにおける有酸素性運動の経験を活かし、COVID-19 の
後遺症として酸素化不良が残存している患者に対して呼吸訓練と低負荷有酸素性運動を実施
し、酸素化が改善した症例を経験したので報告する。
【患者情報】
75 歳女性、喫煙歴・呼吸器疾患なし。某日に発熱し、2日後に PCR陽性、翌日入院。第 1病
日に SpO2 が 90％まで低下し、酸素投与と抗菌薬開始。経過中、SpO2 は最大で 80％まで低下
し、酸素 6�L まで投与。第 16 病日に酸素 2�L 投与まで改善し、隔離解除となり、第 17 病日か
ら理学療法開始。
【経過】
初回介入時、酸素 2�L 投与にて呼吸数 28 回 / 分、安静時 SpO2：95％、軽労作時 SpO2：90％ま
での低下を認めたが、自覚症状なし。CT上ではびまん性に肺障害を認めた。ADLは自立レベ
ル。呼吸訓練と約 2�METs の有酸素性運動を中心に介入開始。第 30 病日には室内気にて安静
時 SpO2：93％、軽労作時 SpO2：90％まで改善。第 34 病日に在宅酸素療法導入にて自宅退院。
【考察】
呼吸訓練と有酸素性運動が、肺や胸郭のコンプライアンスを改善し、酸素化改善に寄与した可
能性がある。
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2．長期の心臓リハビリテーションにより運動耐容能改善を認めた
急性心筋梗塞後重症心不全患者の一例

北川�拓 1　伊達�歩 1、2　早坂�太希 1　木谷�祐也 1　本谷�光咲子 1　伊東�修一 3　
三田村�信雄 3　呂�隆徳 3　大田�哲生 2　長谷部�直幸 1

旭川医科大学　循環器内科 1　旭川医科大学　リハビリテーション科 2　
旭川医科大学　リハビリテーション部 3

【症例】
50 歳代女性。20XX年 Y月に急性心筋梗塞発症。当院搬送後、心原性ショックから心肺停止。
V-A�ECMO確立後に緊急 PCI を施行、LVEF�19％と著明な心機能低下を認め Impella5.0® が
留置され ICUへ入院となった。
【経過】
補助循環は第 14 病日程度で離脱できたが、感染性心内膜炎を 2度発症し、僧帽弁置換術を 2
度施行したため離床に難渋した。第 3病日より可動域訓練を開始するも血圧変動あり時間を要
し、第 66 病日よりようやく離床プログラムを開始。第 110 病日よりエルゴメーターによるト
レーニング開始となった。第 111 病日に CPX施行し、peak�VO2 が 13.3�ml/min/kg であり、
ATレベルで運動処方を行い第 126 病日に自宅退院となった。コロナ禍のため通院リハビリで
きず、運動処方に沿って自宅でリハビリを継続し、退院 4カ月後に施行したCPXでは peak-
VO2�16.3�ml/min/kg と改善を認めた。
【考察】
離床までに時間を要しながらもリハビリを継続し独歩退院できた。初回CPXの結果が心移植
を考慮するレベルまで低下していたが、退院後も適切なリハビリを継続し運動耐容能の改善を
認めた。
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3．心移植適応基準を満たすための減量を行いつつ
骨格筋量増加を獲得した拡張型心筋症の一例

沼澤�瞭 1　片野�唆敏 1　長岡�凌平 1　仲�詩織 2　神津�英至 3　大堀�克彦 3、4　
渡辺�絢子 5　片寄�正樹 6　矢野�俊之 3　橋本�暁佳 3、7

札幌医科大学附属病院　リハビリテーション部 1

札幌医科大学附属病院　栄養管理センター 2

札幌医科大学　医学部　循環器・腎臓・代謝内分泌内科学講座 3

北海道循環器病院　循環器内科 4　札幌医科大学附属病院　看護部 5

札幌医科大学　保健医療学部　理学療法学第二講座 6

札幌医科大学　医学部　病院管理学 7

【目的】
本邦の心移植適応判定においては、BMI25�kg/m2 未満であることが望ましい。栄養管理下での
運動療法によって減量と骨格筋量増大を果たした心移適応精査中の重症心不全患者の臨床経過
を報告する。
【症例】
49 歳女性。LVEF21％。拡張型心筋症を背景とする心不全であり、心移植適応判定を含めた精
査・加療のため入院した。第 10 病日にDOB�3.0�γによる心サポートを開始し、第 70 病日にサ
クビトリルバルサルタン 50�mg の内服を開始した。第 78 病日にDOBを離脱し、第 79 病日に
ダパグリフロジン 10�mg が追加投与された。第 3病日と第 86 病日にDEXAによる体組成分析
を行い、第 89 病日に退院した。
【介入】
減量を目標にエネルギー量を平均 21.0�kcal/kg/ 日摂取した一方で、骨格筋量維持のため蛋白質
を標準体重換算で平均 1.56�g/kg/ 日摂取した。運動療法では有酸素性運動とレジスタンス運動
を実施した。
【経過】
介入前後の比較では、BMI は 30.6�kg/m2 から 28.3�kg/m2、体脂肪率は 44.1％から 40.9％とな
り、減量に成功した。一方、四肢骨格筋量は 6.31�kg/m2 から 6.45�kg/m2 に改善した。
【考察】
心移植に向けた減量中の本症例では、運動療法に加えて十分量の蛋白質摂取が骨格筋量の増加
に寄与したと考えた。
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4．心不全緩和ケアチームによる多職種介入を行ったAL-アミロイドーシスの一例

古山�勇気 1　阿部�隆宏 1、2　小島�尚子 1　立田�大志郎 2　甲谷�次郎 2　
西野�広太郎 2　小西�崇夫 2　佐藤�琢真 2　永井�利幸 2　安斉�俊久 2

北海道大学病院　リハビリテーション部 1

北海道大学大学院医学研究院循環病態内科学教室 2

【はじめに】
心不全緩和ケアチームによる多職種介入を行った末期心不全症例を経験した。
【症例紹介】
68 歳男性。X年Y月、初発の心不全を発症し至適薬物療法が導入された。Y＋2月、精査加療
目的に当院入院となり、AL-アミロイドーシス（Stage�Ⅳ）と診断された。第 2病日、完全房
室ブロックを契機に心肺停止となり、救命処置が施行された。その後、カテコラミン依存状態
の末期心不全となり、心不全緩和ケアチームによる多職種介入を開始した。
【経過】
心不全緩和ケアチームでは週 1回のカンファレンスを通して、多職種による頻回の評価と問題
点の共有を行い、ACPや全人的苦痛に対する介入を継続した。また、病室での誕生日会の企
画をはじめとした本人と家族のコミュニケーション機会の提供を支援することでQOLの向上
に向けた介入を行った。第 25 病日に強い倦怠感と原疾患の進行による心窩部不快感を認め、
専門的緩和ケアチームによりステロイドとモルヒネの投与が開始された。第 45 病日、緩和ケ
ア継続目的に転院し、第 54 病日に逝去された。
【結語】
心不全診療チームによる基本的緩和ケアに加え、専門的緩和ケア介入を行い、患者家族の価値
観や選好に沿う医療を提供することができた。
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